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【今月の一言】 

先日、千葉にキャンプへ行ってまいりました。 

楽しみ方として正しいかどうかはさておき、毎回キ

ャンプの際は、①ギリギリ不便のない程度の最小限

の道具、②タイムスケジュールをテーマに挑みます。

特に②は日没前が勝負のため、いつも苦戦を強いら

れるのですが、持ち込んだ道具の少なさが功を奏し、

結果、くつろぎの時間を贅沢にとることができました。 

普段の生活にうまく活かせていないのが、毎度残

念に感じてはいますが、今回のキャンプは成功したよ

うに感じます。 

それでは今月もベイヒルズSR通信をお届けいたし

ます。 （事務員 S） 

４月からの求人票記載に関するポイント 

◆明示する労働条件が追加 

４月１日からの改正で、ハローワークの求人票に記

載する労働条件に、以下のの３つが追加されていま

す。 

 「従事すべき業務の変更の範囲」 

 「就業場所の変更の範囲」 

 「有期労働契約を更新する場合の基準」 

具体的な記載のしかたを紹介していきます。 

◆従事すべき業務の変更の範囲 

採用後、業務内容の変更予定がない場合 

「仕事の内容」欄に「変更範囲：変更なし」と明示 

異なる業務に配置する見込みがある場合 

同欄に変更後の業務を明示 

◆就業場所の変更の範囲 

異なる就業場所に配置する見込みがある場合 

「転勤の可能性」欄で「１．あり」を丸で囲み、転勤範

囲を明示 

◆有期労働契約を更新する場合の基準 

原則として更新する場合 

「契約更新の可能性」欄で「１．あり」を丸で囲

み、「原則更新」を選択してマルで囲む。 

通算契約期間又は更新回数に上限がある場合 

「求人に関する特記事項」欄に「更新上限：有

（通算契約期間○年／更新回数○回）」と明示。 

更新の可能性はあるが確実ではない場合 

同欄で「１．あり」を丸で囲み、「条件付きで更新

あり」を選択してマルで囲む。 

「契約更新の条件」欄に具体的な更新条件を記

載する。 

通算契約期間又は更新回数に上限がある場合 

「契約更新の条件」欄にその旨を記載する。 

◆記載欄に書き切れない場合 

上記の労働条件について指定された記載欄に

書き切れない場合は、求人申込書の「求人に関す

る特記事項」欄に記載します。 

【厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク「事業

主の皆さまへ 求人票に明示する労働条件が新た

に３点追加されるのでご留意ください」】より 

在宅勤務手当を割増賃金の算定基

礎から除外する場合について通達

が出ました 

◆割増賃金の基礎となる賃金 

割増賃金は１時間当たりの賃金を基礎として、

それに割増率を乗じることにより算定されます

が、基礎となる賃金に算入しない賃金として、下

記が法律に定められています。 

 家族手当 

 通勤手当 

 別居手当 

 子女教育手当 

 住宅手当 

 臨時に支払われた賃金及び１か月を超える

期間ごとに支払われる賃金 

いわゆる在宅勤務手当については、一般的に、

在宅勤務手当が労働基準法上の賃金に該当する

場合には、割増賃金の基礎となる賃金に算入さ

れます。 

◆在宅勤務手当を割増賃金の基礎に算入しな

い場合 

ただし、在宅勤務手当が事業経営のために必

要な実費を弁償するものとして支給されている

と整理される場合には、当該在宅勤務手当は賃

金に該当せず、割増賃金の基礎となる賃金への

算入は要しません。 

今回の通達によれば、在宅勤務手当が実費弁

償として扱われるためには、当該在宅勤務手当

は、労働者が実際に負担した費用のうち業務の

ために使用した金額を特定し、当該金額を精算

するものであることが外形上明らかである必要

があります。 

◆実費弁償の計算方法 

在宅勤務手当が実費弁償とされるために必要

な計算方法としては、以下の３つの方法が示さ

れています。 

① 別添の国税庁「在宅勤務に係る費用負担等

に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）」で示され

ている計算方法 

② ①の一部を簡略化した計算方法 

③ 実費の一部を補足するものとして支給する

額の単価をあらかじめ定める方法 

在宅勤務手当を割増賃金の算定基礎か

ら除外することは労働条件の不利益変更に

当たりますので、法律にのっとって労使で

よく話し合うようにしましょう。 

【厚生労働省「割増賃金の算定におけるいわ

ゆる在宅勤務手当の取扱いについて（令和６

年４月５日基発 0405第６号）」】より 

5月の税務と労務の手続 

［提出先･納付先］ 

10日 

 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降採用の労働者がいる場合＞ 

  ［公共職業安定所］ 

15日 

 特別農業所得者の承認申請 ［税務署］ 

31日 

 軽自動車税（種別割）納付 ［市区町村］ 

 自動車税（種別割）の納付 ［都道府県］ 

 健保・厚年保険料の納付  

  ［郵便局または銀行］ 

 健康保険印紙受払等報告書の提出 

  ［年金事務所］ 

 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出 ［公共職業安定所］ 

 外国人雇用状況の届出 

（雇用保険の被保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

  ［公共職業安定所］ 

 確定申告税額の延納届出額納付［税務署］ 
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